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20 例えば：李国海「反壟断法応大胆規制国企」『上海国資』2008 年第 10 期、江中遊「論国有
企業的改革与反壟断法的適用」『中国社会科学院研究生学報』2009 年第 4 期、丁国民「国有企
業壟断問題的立法回応」『学術論壇』2011 年第 3 期、孟雁北「我国《反壟断法》之于壟断行業
適用範囲問題研究」『法学家』2012 年第 6 期、劉健「国有企業反壟断規制分析」『中国物価』2013





























                                                                             
用」『南京大学法律評論（2009 年春季巻）』、等々 
21 例えば：時建中「解読“匯源案”応回帰法律」『瞭望』2008 年第 37 期、盛傑民「対 360 訴
騰訊壟断紛糾案的評価及思考」『電子知識産権』2013 年第 9 期、王暁曄「中国電信、中国聯通


















































                         





















  （一）憲法の規定 
 中国の法律は、企業の経済性格を考慮に入れ、所有制を基準として企業を区分して
いる。具体的に、2004 年改正された中国の憲法第 6 条によれば 25、中国の社会主義経








 法律面で、当時期、1985 年公布された｢公司登記管理暫行規定｣（1988 年廃止）以外、
会社制度を網羅する会社法典は制定されなかった。その後、国務院が政務院の制定したも







『法学』2006 年第 11 期 27 頁、叶林「企業的商法意義及“企業進入商法”的新趨勢」『中







て簡単な紹介をすることにする。1949 年 9 月に北京で中国人民政治協商会議が開催され、
当該会議は臨時憲法にあたる「中国人民政治協商会議共同綱領」（以下「共同綱領」とい
う）を採択した。同年 10 月 1 日に中国が成立した後、中国の憲法は 1954 年に制定された
最初の憲法から、1975 年、1978 年、1982 年の 3 回の全面改正を経ており、現行憲法は 1982
年憲法である。 
 この 4 つの憲法のなかで、はじめの 3 つの憲法はいずれも社会主義法建設時期に制定さ
れたものであり、現行の 1982 年憲法だけが改革・開放時期に制定したものである。なお、
1954 年憲法は社会主義社会へ至る過渡期に制定された。1975 年憲法と 1978 年憲法は文化
大革命の後期に制定されたものである。この二つの憲法は改革・開放時期の政策とまった
く正反対の内容を有していた。このような関係から、1982 年憲法は 1954 年憲法を基礎と
して継承し、発生させたものと位置づけられている。また、1975 年、78 年、82 年憲法改
正では、いずれも条文の全面改正が行われた。これに対して、1982 年憲法はほぼ 5 年の
間隔をあげて改正を繰り返してきたが（1988 年改正、1993 年改正、1999 年改正、2004
年改正）、一部の条文についての改正だけであり、改正された条文が憲法に追記されて形
式をとっている（小口彦太・田中信行 著『現代中国法［第 2 版］』（成文堂、2012 年）、



























                         
26 「国有経済」とは、「国有企業および国有支配企業」を指す（加藤弘之・渡邊真理子・
大橋英夫『21 世紀の中国 経済編 国家資本主義の光と影』（朝日新聞出版、2013 年）第

















                         
27 物権法の起草は 1988 年より始まった。最初の起草者として、梁慧星教授が責任者で
ある中国物権法研究課題組は、2000 年 3 月に「物権法草案建議稿」を出版した。その後、











































                         
31 似ている論述は、王建平・時建中・胡利玲・呉景明「企業組織法律形態划分標準辨析
－対以所有制為標準划分企業形態的否定」『中国政法大学学報』1997 年第 2 期 93 頁、張
国炎・黄海林「国有企業、民営企業、私営企業法律質疑」『政治与法律』2002 年第 6 期 71
頁を参照。 
32 李誠「現行企業分類方法与公司立法」『法学評論』1990 年第 4 期 16 頁。漆多俊「現代
企業制度的基本要求与立法体系」『武漢大学学報（哲学社会科学版）』1994 年第 4 期 36 頁。
王建平・時建中・胡利玲・呉景明・前掲注 31、93〜94 頁。何炼紅・前掲注 24、55 頁。沈
貴明「企業法演変与経済法科学化発展」『東方法学』2009 年第 4 期、42〜43 頁。李建偉・
前掲注 24、90 頁。 
33 李誠・前掲注 32、16〜17 頁。漆多俊・前掲注 32、37 頁。王建平・時建中・胡利玲・









年改正、2005 年修正、2013 年改正）、「合夥企業法」（「組合企業法」、1997 年公































与創新」『比較法研究』2012 年第 6 期 54〜55 頁）。 





















                         






































                                                                             
 また、外商投資企業には、①中外合資経営企業、②中外合作経営企業、③外資企業、④
外商投資股份有限公司、⑤その他の外商投資企業、がある。 
 「企業登記類型規定」第 2 条が規定している諸企業の概念は、同規定の第 3 条から第
20 条までの条文によって定義されている。 
37 関連統計数字および主要な統計指標の解釈は、中華人民共和国国家統計局 編『中国
統計年鑑－2015』（中国統計出版社、2015 年）22〜25 頁を参照。 
38 似ている学者の主張は、董学立「企業与企業法的概念分析」『山東大学学報（哲学社
会科学版）』2001 年第 6 期 81〜82 頁、孫長坪・前掲注 22、76 頁、李建偉・前掲注 24、89
頁などを参照。 
39 喬新生・前掲注 35、22 頁。 
40 李寿喜「完善非公有制経済立法的理性思考－兼評現行《憲法》及企業法関於非公有制


















                         
41 李昌庚・前掲注 24、77 頁。また、特別な企業法と普通の企業法に関する論述は、曹
翔「企業和企業法－両個概念的法律分析」『法学天地』1997 年第 1 期 26 頁、董学立・前
掲注 38、82 頁を参照。 
42 何炼紅・前掲注 24、56〜57 頁。また、国有企業法の制定を強く主張している学者の












期 172〜175 頁を参照。 
43 孫長坪「論構建公産企業法律体系」『改革与戦略』2007 年第 11 期 130 頁。ほかに、公
共企業法を制定しようという意見がある。たとえば、王紅一「我国国有企業的政策定位与
若干立法問題探析」『河北法学』2002 年 3 月第 20 巻第 2 期 37〜38 頁。 











 一、計画経済時代の国有企業の概念変遷－「公営企業」から「国営企業」へ  















                         
45 「関於各級政府所経営的企業名称的規定」〔新華社 9 月 8 日訊〕人民出版社編『新華月
報』1952 年第 10 期 179 頁。 
46 張英莉「中国国有・国営企業の形成－その過程と特徴－」『埼玉学園大学紀要(経済経






















                         
47 その改革は二つある。一つは国営企業の所有権と経営権を分離し、企業に自主的な経
営権を与えること。もう一つは、企業を生産組織に純化することである（田中信行・前掲





49 史際春『国有企業法論』（中国法制出版社、1997 年）10 頁。李国海「論股份制改革条






































                         
52 田中信行「中国における株式制度の実験過程」『中国研究月報』1994 年 5 月号 3 頁。 
53  張広源「為什麼将“国営企業”改為“国有企業”」『思想政治課教学』1993 年第 6 期
28 頁。 
54 戴龍「中国独占禁止法における国有企業の取扱い」『日本国際経済法学会年報』2011



























  （二）学者による国有企業の定義 
                         
55 焦海涛「国有企業的立法定位－以国有企業機能為視角」『法治研究』2012 年第 10 期
60〜61 頁、65 頁。 
56 この狭義の国有企業に、国が 100％の株式を保有する「国有独資企業」、国とその他所
有主体が株式を持ち合う「国有連営企業」を加えたものが広義の国有企業となる、と学者
























                         
57 史際春・前掲注 49、13 頁。徐暁松『公司法与国有企業改革研究』（法律出版社、2004
年）190 頁〜191 頁。 
58 渡邊真理子「国有企業改革 公有制と市場競争の両立は持続するか」『経済セミナー』
2010 年 8・9 月号、55 頁。 
59 その理由は、このような国有企業が権利能力と行為能力を有しており、法律上の人格
を取得することができるし、訴訟上の主体となる資格が得られるためである（張国炎・黄
海林・前掲注 31、70 頁）。 
60 金山権「中国における国有企業の改革と企業統治－外部監督・監査を踏まえ－」『早
稲田商学』2013 年 12 月第 428 号第 449 頁。 
 同意見は、顧功耘・胡改蓉「国企改革的政府定位及制度重構」『現代法学』2014 年 5 月





























61 史際春・前掲注 49、13 頁。王紅一・前掲注 43、35 頁。徐暁松・前掲注 57、190 頁。
戴龍・前掲注 54、172 頁。丸川知雄「国家資本主義から混合所有制経済へ向かう中国」『比
較経済研究』2015 年第 52 巻第 1 号 47 頁。 
















































へ転換する立役者となった（田中信行・前掲注 8、113 頁）。 
64 戴龍・前掲注 54、171 頁。  
65 国務院国有資産監督管理委員会、「中央企業」、「央企名录」（2016 年 8 月 3 日公開）
http://www.sasac.gov.cn/n86114/n86137/index.html（2016 年 12 月 20 日閲覧） 
66 中国企業連合会・中国企業家協会、「関於公布 2016 中国企業 500 強的通知」（2016 年
















3 中国航天科技集団公司 80 54 中国誠通控股集団有限公司 221 
4 中国航天科工集団公司 91 55 中国中煤能源集団公司 168 
5 中国航空工業集団公司 32 56 中国煤炭科工集団有限公司 
 6 中国船舶工業集団公司 83 57 機械科学研究総院 
 7 中国船舶重工集団公司 58 58 中国中鋼集団公司 
 8 中国兵器工業集団公司 30 59 中国鋼研科技集団公司 
 9 中国兵器装備集団公司 20 60 中国化工集団公司 51 












 13 中国石油化工集団公司 3 64 中国塩業総公司 236 
14 中国海洋石油総公司 22 65 中国恒天集団有限公司 323 







17 中国華能集団公司 47 68 北京有色金属研究総院 
 18 中国大唐集団公司 97 69 北京鉱冶研究総院 
 19 中国華電集団公司 77 70 中国国際技術智力合作公司 248 
20 中国国電集団公司 81 71 中国建築科学研究院 
 21 国家電力投資集団公司 79 72 中国中車集団公司 53 
22 中国長江三峡集団公司 216 73 中国鉄路通信信号集団公司 


























 28 中国第一汽車集団公司 28 79 中国農業発展集団有限公司 































 38 中国航空集団公司 128 89 中国航空油料集団公司 109 
39 中国東方航空集団公司 155 90 中国航空器材集団公司 
 40 中国南方航空集団公司 127 91 中国電力建設集団有限公司 43 














42 中糧集団有限公司 25 93 中国黄金集団公司 130 





 45 中国建築工程総公司 
 
96 上海貝爾股份有限公司 
 46 中国儲備糧管理総公司 
 
97 武漢郵電科学研究院 
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公司 327 















































有企業分類改革的理論与実践」『改革与戦略』2014 年第 1 期 26 頁）。 
 ほかに、国有資産管理委員会の宣言した国有経済が支配すべき業種については、2006




ビ ュ ー 』 2014Vol3,No13 、 31 頁
（ https://www.jri.co.jp/MediaLibrary/file/report/jrireview/pdf/7281.pdf#search=
%27 渡邊真理子「三中全会決定と国有企業－『国有経済堅持』のスローガンに埋め込まれ






るべきである（王紅一・前掲注 43、37 頁）。 
 30 
今後国家が当該領域において出資し、新たな国有企業を設立する必要はない69。 


















                         
69 王保樹「完善国有企業改革措施的法理念」『中国法学』2000 年第 2 期 26 頁。 
70 同じ意見を、関志雄「『二つの罠』に挑む習近平体制－『政左経右』路線は持続可能
か－」『ファイナンシャル・レビュー』財務省財務総合政策研究所、2014 年第 3 号通巻第
119 号 145 頁
https://www.mof.go.jp/pri/publication/financial_review/fr_list6/r119/r119_08.pd
f#search='関志雄「『二つの罠』に挑む習近平体制－『政左経右』路線は持続可能か－」' 
（2016 年 3 月 10 日閲覧）を参照。 






『上海国資』2013 年第 4 期 22〜24 頁）。 
 ほかに、より早い時期に、競争的国有企業と非競争的国有企業を区分することを明確に


























                         









































府は当該企業の経営に介入するべきでない（顧功耘・胡改蓉・前掲注 60、83 頁）。 
 さらに、似ている分類として、国有企業は、国家安全類国有企業、公共保障類国有企業、
市場引導類国有企業に区分された。また、国有企業の分類は、経済・社会の発展とともに
変化していくと学者に主張されている（杜国用・前掲注 67、28 頁）。 
 33 





















                         
73 詳細は、国務院のホームページを参照：「国務院関於国有企業発展混合所有制経済的
意 見 」 （ 2015 年 9 月 24 日 公 開 ） 
http://www.gov.cn/zhengce/content/2015-09/24/content_10177.htm  （ 2015年 12月 30
日閲覧）   
74 詳細は、国務院のホームページを参照：「関於国有企業功能界定与分類的指導意見」
（2015 年 12 月 29 日公開）http://www.gov.cn/xinwen/2015-12/29/content_5029253.htm 















                         











































                                                                             
画委員会は「中華人民共和国国家計画委員会」と改称し、国務院の部門に改組された。 
 改革開放政策が実施されてから、中国における国務院（政府）機構改革はすでに 7 回
（1982 年改革、1988 年改革、1993 年改革、1998 年改革、2003 年改革、2008 年改革、2013
年改革）行われた。これらの改革は、社会主義市場経済の確立と発展を中心として行われ、
これによって、中国の行政管理体制と機構改革は、経済の発展や市場経済の成長に結びつ
かれた（応松年「完善行政組織法制探索」『中国法学』2013 年第 2 期 18〜19 頁）。 












的政治体制改革」『雲南行政学院学報』2011 年第 5 期 55 頁）。 
78 国務院発展研究中心産業政策専題研究組「我国産業政策初歩研究」『計画経済研究』
1987 年第 5 期 7〜8 頁。 

























                                                                             
法中競争政策与産業政策的協調」『宏観経済研究』2008 年第 4 期 21 頁。  
80 劉桂清「論競争政策相対于産業政策的一般優先地位」『経済問題探索』2010 年第 6 期
46 頁。斉虹麗・来生新「産業政策と計画経済、社会主義市場経済、市場経済」『横浜国際
経済法学』第 3 巻第 2 号（1995 年）207 頁。 
81 李剣「反壟断法実施与産業政策的協調－産業政策与反壟断法的衝突与選択」『東方法
学』2011 年第 1 期 104〜105 頁。礼理「論述反壟断法実施中対競争政策与産業政策的協調」
『法制与社会』2015 年第 10 期（下）145 頁。  
82 劉文華・張雪楳「論産業法的地位」『法学論壇』2001 年 11 月第 6 期 11 頁。 
83 馮果・王偉「再論競争政策与産業政策調和機制的構建－従企業合併控制的視角看我国
反壟断法的改進」『南都学壇（人文社会科学学報）』2010 年第 30 巻第 4 期 76 頁。 


















                         






79、張波「論我国産業政策的法治化及実施制度重構」『当代法学』2008 年１月第 22 巻第
1 期、王立君「後危機時代的中国産業政策法律化思考－以日韓経験為借鑑」『法学』2011
年第 6 期、賓雪花・何強「美国産業政策立法及対中国的三啓示」『法学雑誌』2013 年第 8
期、劉桂清「産業政策失効法律治理的優先路径－“産業政策内容法律化” 路径的反思」








  ほかに、斉孝福「産業政策失効原因的多維分析」『山東社会科学』2005 年第 4 期、張澤
一「産業政策対産業競争力効応的分析」『広西社会科学』2009 年第 5 期、などの論文では、
産業政策の失効に関して検討している。 













                         
88  たとえば、この問題について、日本の法学者は次のように指摘した（土田和博・須網
隆夫 編著『政府規制と経済法－規制改革時代の独禁法と事業法』（日本評論社、2006 年）


























2001 年）564 頁以下） 両法が競合し両法の適用が可能である場合、事業法を優先すると
 39 
その解決を試みたが、結局、理想的な制度が設計されておらず、この問題はしばらく
棚上げされた 89。  
 三、産業政策に対する認識の変遷 




                                                                             
考えられる立場がある。 
 ４．棲み分け的アプローチ（多賀谷一照「電気事業法と独占禁止法」日本エネルギー法
















次審議稿の第 2 条第 2 項は、同法が規定する壟断行為に関して、関連法律、行政法規に別
途規定されている場合、その規定にしたがうと規定した。しかし、この規定は立法法にお
ける法律と行政法規の関係に関する規定に反しているため、第二次審議のとき削除された。 









 しかし、2007 年 6 月「反壟断法（草案）」を第二次審議するとき、②の規定が削除され
た。これによって、産業管理・監督機構は、管制型産業に対して反壟断法の独自執行権を
有する。しかし、2007 年 8 月「反壟断法（草案）」を第三次審議するとき、①の規定も削
除された（時建中「論競争政策在経済政策体系中的地位－兼論反壟断法在管制型産業的適
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筆部分）、丸川知雄・前掲注 77、17 頁（「第 1 章 中国の産業政策－清朝末期から 1990
年代まで－」丸川知雄執筆部分）、などがあげられる）。 
 また、1987 年以前は、産業政策が「産業構造調整政策」、「経済政策」と呼ばれていた
（丸川知雄・前掲注 77、62 頁（「第 1 章補論 国際比較からみた中国の産業政策」朽木昭
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り、反壟断法規範が増えてきた。たとえば、1993 年 12 月 1 日に、「中華人民共和国反
不正当競争法」が施行され、同法第二章で 11 種の禁止するべき不正当な競争行為が
挙げられ、そのうち、独占行為は 5 種類である。なお、1994 年、反壟断法は全国人民
代表大会の立法計画に入った 128。その他、「価格法」（1998 年 5 月 1 日施行）、「招標投
標法」（「入札法」、2000 年 1 月 1 日施行）、「対外貿易法」（1994 年公布、2004 年改正、
新法 2004 年 7 月 1 日施行）および関連行政法規、規章などの法律においても 129、若


















争暫行条例」（草案）を作成した（黄勇・前掲注 122、4 頁）。 
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業を始めた（中国法学網 王暁曄「我的反壟断法研究之路－《The Evolution of China’s 
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定規定」）、などがある（黄勇・前掲注 122、4 頁）。 
130 黄勇・前掲注 122、4〜5 頁。 
131 王暁曄・前掲注 128。 






仕事を終え、2004 年 7 月国務院に反壟断法（送審稿）の審議を提起した 134。その後、
2006 年 6 月 7 日反壟断法草案が国務院常務会議を通過し、同月 22 日に全人代常務委
員会へ審議が提出された 135。その後、2006 年 6 月から 2007 年 8 月まで、3 回の審議
を経て、ようやく 2007 年 8 月 30 日に、反壟断法が可決された 136。20 世紀 80 年代か
ら「反壟断法」の制定に至るまで、結局 20 年以上が経過した。その後、2008 年 8 月
から、国務院反壟断委員会と三つの執行機構は、一連の関連法規、規章、ガイドライ
ンを公布して 137、反壟断法によって確立した反壟断制度はさらに明確化、具体化し、
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11 日閲覧））、②2007 年 6 月 25 日、第十回全人大常務委員会第二十八次会議、反壟断法草
案 の 第 二 次 審 議 （ 中 国 人 大 網
http://www.npc.gov.cn/npc/xinwen/lfgz/lfdt/2007-06/26/content_367617.htm （ 2016
年 1 月 11 日閲覧））、③2007 年 8 月 24 日、第十回全人大常務委員会第二十九次会議、反
壟 断 法 草 案 の 第 三 次 審 議 （ 中 国 人 大 網
http://www.npc.gov.cn/npc/xinwen/lfgz/lfdt/2007-08/25/content_370688.htm （ 2016
年 1 月 11 閲覧））、④2007 年 8 月 26 日、全国人大法律委員会、常務委員会の審議意見の
逐 一 研 究 、 草 案 審 議 （ 中 国 人 大 網
http://www.npc.gov.cn/npc/xinwen/lfgz/lfdt/2007-08/30/content_371097.htm （2016
年 1 月 11 閲覧））、⑤2007 年 8 月 30 日、第十期全人大常務委員会第二十九次会議、通過
（中国人大網 http://www.npc.gov.cn/npc/zt/2007-08/30/content_1382600.htm（2016
年 1 月 11 閲覧））。 
 また、反壟断法（草案）の具体的な修正過程や、修正意見については下記のサイトを参
照。中国人大網  「反壟断法立法」  http://www.npc.gov.cn/npc/zt/node_2141.htm 
（2016 年 1 月 11 閲覧） 
137 たとえば、国務院が公布した行政法規：①「国務院関於経営者集中申報標準的規定」
（「経営者集中の申告基準に関する規定」、2008 年 8 月 3 日施行）、②「国務院反壟断委員
会関於相関市場界定的指南」「関連市場の確定に関する国務院反壟断委員会の指針」（2009
年 5 月 24 日施行）など。 
 商務部が公布した部門規章：①「金融業経営者集中申報営業額計算弁法」（「金融経営
者集中申告における営業額の計算規則」、2009 年 8 月 14 日施行）、②「経営者集中申報
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2009 年 7 月 1 日施行）、②「査処壟断協議、濫用市場支配地位案件程序規定」（「独占
合意、市場支配的地位濫用事件の取締手続に関する規定」、2009 年 7 月 1 日施行）、③
「禁止壟断協議行為的規定」（「独占合意行為の禁止に関する規定」、2011 年 2 月 1 日
施行）、④「禁止濫用市場支配地位行為的規定」（「市場支配的地位濫用行為の禁止に関
する規定」、2011 年 2 月 1 日施行）、⑤「制止濫用行政権力排除、限制競争行為的規定」
（「行政権限の濫用による競争の排除または制限行為の制止に関する規定」（2011 年 2
月 1 日施行）、⑥「関於禁止濫用知識産権排除、限制競争行為的規定」（「知識財産権濫
用による競争排除・制限行為の禁止に関する規定」、2015 年 8 月 1 日施行）など。また、
「関於濫用知識産権的反壟断執法指南（国家工商総局第七稿）」（「知的財産権の濫用に
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政府門戸網 http://www.gov.cn/xinwen/2016-02/04/content_5039315.htm （2016 年 3
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開経済研究』2005 年第 5 期、劉継峰・前掲注 79、王志強・陸夏「試論反壟断政策与産業
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が挙げられる（劉桂清・前掲注 80、48 頁）。 










するべきである産業に限ること、を主張した（時建中・前掲注 89、7〜8 頁）。  
156 日本における競争法と産業法の関係を分析して、日本のある学者は、産業法と競争法
の関係は時代により変遷してきている、という結論を出した（小川正雄・高橋岩和・前掲
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161 徐士英・前掲注 148、83 頁。 
 ほかに、詳しく産業政策の民主的評価システムを論じた論文は、岳彩申・王力理「産業












                         
162 劉桂清・前掲注 118、145〜146 頁。 
163 学界において、両者を区別せず、同じ制度として検討している学者もあれば（たとえ
ば、孫晋「反壟断法適用除外制度構建与政策性壟断的合理界定」『法学評論』2003 年第 3
期、王茂林「論我国反壟断法適用除外制度」『西部法学評論』2009 年第 1 期、黄進喜「反
壟断法適用除外制度的法理分析与制度完善」『東南学術』2011 年第 1 期）、区別論を主
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『華東政法大学学報』2008 年第 2 期、斉虹麗「例外与豁免：中国《反壟断法》適用除外
























除）、第 27 条165と第 28 条166（経営者集中審査の適用免除）、第 55 条 167（知的財産権
に関する適用除外）、第 56 条168（農業の特定行為に関する適用除外）などがあげら
れる。これらの規定は、政府が産業政策を実施する余地を残している。しかし、条文







 (一) 技術の改善および新製品の研究開発のためである場合 
 (二) 製品の品質を高め、コストを削減し、効率を改善するため、商品の規格および基
準を統一する場合又は分業による専業化を実行する場合 





 (六) 外国との貿易および対外経済協力における正当な利益を保障するためである場合  









 (二) 関連市場の市場集中度 
 (三) 経営者集中が市場への参入および技術進歩に与える影響 
 (四) 経営者集中が消費者および他の関連する経営者に与える影響 
 (五) 経営者集中が国民経済の発展に与える影響 
 (六) 国務院反壟断法執行機構が考慮すべきであると認める市場競争に影響を与えるそ
の他の要素。 






167 第 55 条 経営者が知的財産権に関する法令の規定にもとづき知的財産権を行使する
行為については、この法律を適用しない。しかし、経営者が知的財産権を濫用して競争を
排除又は制限する行為については、この法律を適用する。 





























                         
169 韓立余・前掲注 144、21〜22 頁。 
170 第 15 条について詳しく論述した論文として、黄勇・前掲注 163、があげられる。 
171 劉継峰・前掲注 79、22 頁。 






















                         
173 その具体的な体現として、①企業結合規制において、国内企業間の合併・買収を阻害
しないように、届出基準の慎重かつ柔軟な設定が求められ、同基準の設定は国務院規定に






























                         
175 この条文について詳しくは後述する。ここで当該条文の内容だけを示す。 









176 孟雁北・前掲注 157、125〜126 頁。 




































競争法主管機関与産業監管機関的管轄権劃分」『行政法学研究』2009 年第 2 期 62〜63 頁）。 
178 張占江・前掲注 118、118 頁。 



























                         
180 王先林・丁国峰・前掲注 144、34〜35 頁。 































                                                                             
て、当該三機構が錯誤を正すことを命じた。2014年9月、当該三機構は改めて、同省と他
省の旅客運輸企業が平等に優遇政策を享受することについて公表した。 







昆林「逐歩確立競争政策的基礎性地位」『価格理論与実践』2013 年第 10 期 7 頁）。 









                         
187 時建中・前掲注 89、6 頁、8 頁。 
188 ここでは各機関の権限について簡単に説明する。  
 2008 年国務院が所管部門の主要職責、内設機構、人員編成などについて、規定を打ち
出した。この一連の規定はよく「三定規定」と呼ばれている（中華人民共和国中央人民政
府「従三定規定看中央政府機構改革：転変職能提高効能力」（2008 年 9 月 7 日公開） 







 具体的な内容は次のサイトを参照：山西省人民政府  （2008 年 9 月 17 日公開） 
http://www.shanxigov.cn/n16/n8319541/n8319612/n8321663/n8322659/n8335873/n83384








 具体的な内容は次のサイトを参照：中華人民共和国中央人民政府（2008 年 7 月 26 日公











 具体的な内容は次のサイトを参照：中華人民共和国中央人民政府（2008 年 8 月 23 日公










                                                                             
覧）） 


























断法の施行 3 年と法治国家」『新世代法政策学研究』2012 年 17 号 268 頁）。 
 ほかに、似ている意見を持っている学者は、現在の執行機構の設置は既存体制に過度に
妥協したものであると指摘した（時建中「我国《反壟断法》的特色制度、亮点制度及重大
不足」『法学家』2008 年第 1 期 15 頁）。 
 一方、中国の反壟断法の執行機関のレベルは比較的に高いと主張している学者もいる。
前述のように、2008 年 7 月、国家工商総局が「反壟断与反不正当競争執法局」を設立し
た。同年 8 月、商務部が反壟断局を設立した。その後、2011 年 7 月、国家発展改革委員
 75 

















頭執法致其効果大打折扣 専家呼吁建立国家反壟断局統一反壟断体制」 （2016 年 5 月 22
日公開） 
http://www.legaldaily.com.cn/index/content/2016-05/22/content_6640727.htm?node=









システムが特別である（第 9 条、第 10 条191）192。そのうち、第 7 条は、国有企業に関
する規定と思われ、この条文は、学者がよく議論するところである。 
  
第一節 反壟断法第 7 条に関する基本的な認識 
  
 一、第 7 条の内容 









 この条文を分析すると、まず、第 1 項に規定する「国有経済が支配的地位を占め、
かつ国民経済の根幹および国家安全にかかわる業種」とは何かについて、法的な説明


























                         
193 西安晩報電子版 「国資委明確国有経済将絶対控制七大行業」（2006 年 12 月 19 日公
開）http://www.xiancn.com/gb/wbpaper/2006-12/19/content_1063838.htm （2016 年 3













194 時建中 主編『反壟断法－法典釈評与学理探源』（中国人民大学出版社、2008 年）57
頁。 
195 1992 年施行、2009 年、2013 年、2015 年改正。 



























 二、第 7 条の立法の背景 




活力』2009 年第 10 期 15 頁。張蕊卿「対《反壟断法》第七条性質的研究」『法制与社会』
2013 年第 12 期（中）237 頁）。 





法理由及相関規定』（北京大学出版社、2007 年）34〜35 頁。 
























                         
201 See Yong Huang, Pursuing the second best: The history, momentum, and remaining 
issues of China’s Anti-Monopoly Law, Antitrust Law Journal, Vol.75, p.126. 王暁
曄・前掲注 75、74 頁。 
202 盛傑民「《反壟断法》第 7 条不是国企実施壟断行為的保護傘」『洪範評論』第 13 輯、
生活・読書・新知三聯書店 2011 年版 90 頁。 
 実は、第 7 条は、第二次審議の時、新規定として添付された（中国人大網 「二審反壟
断法草案新増六項規定  促進公平有序」［新規定四］（ 2007 年 6 月 26 日公開）
http://www.npc.gov.cn/npc/xinwen/lfgz/lfdt/2007-06/26/content_367617.htm （2016








                         
203 See Zhenguo Wu, Perspectives on the Chinese Anti-Monopoly Law, Antitrust Law 
Journal, Vol.75, No. 1 (2008), p.98. 
 具体的に、胡康生（全国人大法律委員会副主任委員）が行った報告（「全国人大法律委































 中国人大網 http://www.npc.gov.cn/wxzl/gongbao/2007-10/09/content_5374670.htm 
（2016 年 4 月 20 日閲覧） 









                         
204 中国人大網、「関於反壟断法的原則規定－分組審議反壟断法草案発言摘登（二）」（2007
年 6 月 29 日公開） http://www.npc.gov.cn/npc/zt/2007-06/29/content_368173.htm 
（2016 年 3 月 7 日閲覧） 






























































                         
205 張駿「《反壟断法》第 7 条述評 兼論壟断国企的規制」『競争政策研究』2015 年 9 月






























年 9 月 5 日公開） http://news.163.com/07/0905/13/3NKNIR0G000120GU.html （2016
年 4 月 1 日閲覧） 
 ほかに、直接に第 7 条は独占を保護していると主張した学者がいる（保育鈞「為国企壟
断弁護毫無道理」『中国民営科技与経済』2012 年 Z2 期 43 頁）。 
208 同意見を持っている学者として、李国海「反壟断法応大胆規制国企」『上海国資』2008
年第 10 期、江中遊「論国有企業的改革与反壟断法的適用」『中国社会科学院研究生学報』
2009 年第 4 期、丁国民「国有企業壟断問題的立法回応」『学術論壇』2011 年第 3 期、孟雁
北「我国《反壟断法》之于壟断行業適用範囲問題研究」『法学家』2012 年第 6 期、劉健「国
有企業反壟断規制分析」『中国物価』2013 年第 11 期、などがあげられる。 




























                         
210 王先林「論中国反壟断法的平等適用」『法治研究』2007 年第 5 期 18 頁。  
211 方小敏「論反壟断法対国有経済的適用性－兼論我国《反壟断法》第 7 条的理解和適用」
『南京大学法律評論（2009 年春季巻）』136 頁。 
212 史際春等・前掲注 203、38 頁。 
















































                         
214 この点について賛否両論があるが、ここで例として以下の関連論文をあげる。 
  賛成意見：張蕊卿・前掲注 197、237 頁。また、同論文は、第 7 条の規定が適用除外に
あたるか、それとも適用免除にあたるかについて述べている。 










貿易大学出版社、2007 年版）、李曙光『経済法学』（中国政法大学出版社、2007 年版）。 
 ②外国の立法から見ても、独占的国有企業を反壟断法の適用範囲から排除することを明





















をめぐる論争が生じる。また、条文の内容からみると、第 7 条 1 項は、国有企業の独
















































































































                         
220 ここでは中国電信と中国聯通の反壟断調査事件について紹介する。 
 2011 年 11 月 9 日、中国中央テレビ（CCTV）は「新聞 30 分」という番組で、国家発改
委による中国電信と中国聯通の反壟断調査事件を報道した。反壟断調査はブロードバンド
接続分野の独占、高額な利用料やインターネット接続の低速度が対象になっていると
























                                                                             




 2012 年 12 月、国家発改委の価格監督検査および反壟断局の許昆林局長は初回の「中国
競争政策論壇」において両社の反壟断調査事件を言及し、両社が整頓・改革報告を提出し
たが、本件調査は終結していないと語った。 
 2013 年 12 月 23 日と 2014 年 1 月 7 日、両社はそれぞれ最新の整頓に関する報告を提出





『中国工商管理研究』2014 年第 6 期 14〜15 頁。同論文で孟雁北教授は関連新聞記事や報
道によって当該事件の発展過程を整理した。ほかに、当該事件に関する詳しい情報（メデ
ェア間の論争、事件の発展、関係者の評論）は、鳳凰網「中国電信与聯通遭反壟断調査」
http://tech.ifeng.com/telecom/special/fanlongduan/ （2016 年 4 月 20 日閲覧）、財
政 網 「 電 信 聯 通 遭 発 改 委 反 壟 断 調 査 」
http://www.caijing.com.cn/2011/monopoly2011/index.html （2016 年 4 月 20 日閲覧）
を参照。  































































































































                         
224 ほかに同意見を持っている学者がいる。たとえば、孟雁北・前掲注 208、55〜56 頁。 
 また、具体的に、産業規制法によって規制することとして、市場参入に関する規制、普
遍サービスを提供する要求、価格統制、電気通信産業の一部の業務の規制などがあげられ
た（史際春等・前掲注 203、60〜66 頁）。 




































































































月 No.17、127 頁）。 
























































                         




















































































究』2006 年第 6 期 55〜58 頁）。 
 また、自然独占、競争との関係、自然独占産業の規制を詳しく論じた論文として、戚隼
東「自然壟断管制的理論与実践」『当代財経』2001 年第 12 期、鄭鵬程「論我国自然壟断
































































6 大通信事業者（中国電信、中国網通、中国移動、中国聯通の 4 大通信事業者に中国鉄通、
中国衛星通信集団公司(中国衛通)を加えた 6 事業者）を中国電信、中国移動、中国聯通




ものと見込まれる（大森一顕「中国だより」『ITU ジャーナル』2013 年 Vo43.No.11、62
頁）。その後、工業情報化部は、2013 年 5 月に移動通信事業の民間開放を決定し、12 月
末には 11 の民間企業の参入を認めた。また、同部門は、2014 年 12 月 25 日、「ブロー
ドバンド・アクセス網市場の民間資本への開放に関する通告」を公表し、参入企業は増え
続け、2015 年 3 月時点で 42 社に達した（三浦有史「中国の国有企業はどこに向かうのか
－成長の持続性を左右する改革の暫定評価－」『環太平洋ビジネス情報』2015 年 Vol.15 
No.58 、 46 頁  https://www.jri.co.jp/MediaLibrary/file/report/rim/pdf/8337.pdf 
（2016 年 1 月 7 日閲覧））。  

































































  4.49 億元という額は、中国が反壟断法を実施して以来、関連部門が列記した最大の罰
金リストとなったが、茅台、五粮液の 2 社の前年度の販売収入の 1%を占めたにすぎず、
「最低の罰金」に属すると言える。2012 年に茅台、五粮液の上場企業の見込み純利益は
それぞれ 131 億元と 95 億元となっており、推定して計算すると、茅台と五粮液の罰金合
計額も純利益の約 2%にすぎない（新華網日本語版「茅台と五粮液 価格独占により罰金」
（2013 年 2 月 20 日公開） http://jp.xinhuanet.com/2013-02/20/c_132180841.htm 
（2016 年 4 月 26 日閲覧））。 

























                         












































240 時建中・前掲注 194、59〜61 頁。 
















































                         













































































 （一）1980 年代の関連法律、法規、規章等 
 1980 年、「国務院関於開展和保護社会主義競争的暫行規定」（「社会主義競争の展開・




                         
245 失効理由：同暫行規定の内容は、1993 年 7 月 2 日に公布された「科学技術進歩法」、
1993 年 9 月 2 日に公布された「反不正当競争法」、1996 年 5 月 15 日に公布された「促進
科技成果転化法」（「科学技術成果転化促進法」）、1997 年 12 月 29 日に公布された「価格
法」、1992 年 7 月 23 日に公布された「全民所有制工業企業転換経営機制条例」（「全民所
有制工業企業経営システム転換条例」）の内容と合わなくなった。 
 113 
年「物価管理暫行条例」（「物価管理暫定条例」（1982 年 8 月 6 日施行、1987 年失効）、
1986 年「国務院関於認真解決商品搭售問題的通知」（「商品の抱き合わせ販売の問題を
慎重に解決することに関する国務院の通達」（1986 年 5 月 25 日施行））、1987 年に「中
華人民共和国価格管理条例」（1987 年 9 月 11 日施行）、1990 年に「国務院関於打破地
区間市場封鎖進一歩搞活商品流通的通知」（「地域間における市場封鎖を打破し、商品






 （二）1990 年代から 2007 年までの関連法律、法規、規章等 
 「反壟断及び反不正当競争の暫定条例草案」の流れを踏まえ、1993 年 12 月 1 日に、
経済活動にとって不正と思われる行為類型を広く規制している「中華人民共和国反不
正当競争法」が施行され 246、同法第 3 条によって、県級以上の人民政府の工商行政管
理部門は、不正競争行為に対して監督検査を行うことになった。同年 12 月 14 日に、
「関於禁止公用企業限制競争行為的若干規定」（「公用企業による競争制限行為の禁
止に関する若干の規定」）が国家工商行政管理総局 247により公布され、同日施行され
た。なお、この時期に、法律レベルで、「中華人民共和国価格法」（1998 年 5 月 1 日
施行）248、「中華人民共和国招標投標法」（即ち「入札法」（2000 年 1 月 1 日施行））
                         





文革時期、中央工商行政管理局は「中央人民政府商業部」に合併されたが、1978 年 9 月
再び設立され、「国家工商行政管理局」に改称された。2001 年 4 月、国家工商行政管理局
は、「国家工商行政管理総局」に改称された（新華網「工商総局歴史沿革与職能」
http://news.xinhuanet.com/zhengfu/2003-02/26/content_746623.htm （2016 年 11 月
10 日閲覧））。 






249、「中華人民共和国対外貿易法」（1994 年公布、2004 年改正、新法 2004 年 7 月 1
日施行）において、独占禁止に関する規定が設けられている。 
 また、民用航空総局が 1996 年 2 月 27 日に公布した「制止民用航空運輸市場不正当
競争行為規定」（「民用航空運輸市場の不正当な競争行為を制限する規定」）、国務院が
2000 年 9 月 15 日に公布した「中華人民共和国電信条例」（「中華人民共和国電気通信
条例」）、2001 年 4 月 21 日に公布した「国務院関於禁止在市場経済活動中実行地区封
鎖的規定」（「市場経済活動における地域封鎖の禁止に関する国務院の規定」）、2001 年
4 月 27 日に公布した「国務院関於整頓和規範市場経済秩序的決定」（「市場経済秩序の
整頓及び規範化に関する国務院の決定」）等が競争法としてあげられる。 
 さらに、競争法システムにおける価格に関する規定として、①元国家発展計画委員
会250が 1999 年 8 月 1 日に「価格違法行為行政処罰規定」を公布して、同日施行され
た。しかし、その後、この規定は 2006 年、2008 年、2010 年と 3 回にわたって改定さ
れた。②「価格行政処罰程序規定」（「価格行政処罰手続規定」（同名の旧規定が 1998
年施行））が、2001 年 9 月 20 日に公布され、2002 年 1 月 1 日に施行された。しかし、
元国家発展計画委員会によって公布されたこの規定は、国家発展改革委員会が 2013
年 3 月 6 日新たに改定された「価格行政処罰程序規定」（最新規定が 2013 年 7 月 1 日
施行）を公布したため、廃止された。それと同時に、2000 年 4 月 25 日公布され、同
年 6 月 1 日施行された「価格監督検査管轄規定」も廃止された。③元国家発展計画委
員会は、2002 年 1 月 1 日に「禁止価格欺詐行為的規定」（「価格詐欺行為禁止規定」）
を公布し、同日に施行された。その後、国家発展改革委員会は 2006 年、2015 年同規
定の解釈を公布したが、現在有効であるのは 2015 年 6 月 15 日に公布された解釈であ
る。④国家発展改革委員会は、2006 年 1 月 17 日に「政府制定価格成本監審弁法」（「政
                         











ついては、前掲注 77 を参照。 
 115 
府制定価格コスト監督審査弁法」）を公布した。同弁法の 2006 年 3 月 1 日施行に伴い、
2002 年 11 月 1 日に元国家発展計画委員会が公布した「重要商品和服務価格成本監審
暫行弁法」（「重要商品及びサービス価格コスト監督審査暫定弁法」）は廃止された。
⑤国家発展改革委員会は、2006 年 3 月 17 日に「政府制定価格行為規則」を公布し、
2006 年 5 月 1 日に施行された。それと同時に、元国家発展計画委員会が 2001 年 12 月
16 日に公布した「政府制定価格行為規則（試行）」は廃止された。他方、中国銀行業
監督管理委員会と国家発展改革委員会は、2003 年 6 月 26 日に、「商業銀行服務価格管
理暫行弁法」（「商業銀行サービス価格管理暫定弁法」）を公布したが、2014 年 8 月 1
日に「商業銀行服務価格管理弁法」（（「商業銀行サービス価格管理弁法」）が施行され
たため、暫定弁法は廃止された。 
 その他、①国際合併・買収に関する規定として、対外経済貿易合作部 251などが 2003
年 3 月 7 日に「外国投資者并購境内企業暫行規定」（「外国投資家による国内企業の合
併・買収の暫定規定」）を公布した。2006 年に、同暫定規定は改正され、新しい規定
として、「関於外国投資者並購境内企業的規定」（「外国投資者による国内企業の合併・
買収に関する規定」）が 2006 年 9 月 8 日に施行された（反壟断法施行後、この規定が
再び改正され、同名の新た規定は、2009 年 6 月 22 日に施行された）。②実務において、
法院が頻繁に参照する司法解釈として、最高人民法院は、2007 年 1 月 12 日に「最高













































































指定することとなった 253。上述した立法上の考慮は、反壟断法の第 9 条と第 10 条に
                         
252 時建中「中国独占禁止法施行後の状況と今後の課題」（日本語訳：川島富士雄）、公正




























                         
254 公正取引委員会、「各国・地域の競争法」、「米国」（2008 年 1 月現在） 
http://www.jftc.go.jp/kokusai/worldcom/kakkoku/abc/allabc/u/america.html （2016
年 10 月 1 日閲覧） 
255  公正 取 引委 員会 、 「各 国 ・地 域 の競 争 法」 、 「 EU」 （ 2010 年 2 月現 在 ）
http://www.jftc.go.jp/kokusai/worldcom/kakkoku/abc/allabc/e/eu.html （2016 年 10





















                                                                             




 その後、2011 年 2 月 3 日に、「国務院弁公庁関於建立外国投資者併購境内企業安全審
査制度的通知」（「外国投資者による域内企業の合併・買収に対する安全審査制度の確立
に関する国務院弁公庁の通知」(国弁発[2011]6 号)）が国務院弁公庁から公布され、同年












 そして、2011 年 3 月に、商務部が上述した国務院弁公庁の「通知」に基づき、「商務
部実施外国投資者併購境内企業安全審査制度有関事項的暫行規定」（「商務部が外国投資
者による域内企業の合併・買収の安全審査制度を実施する関連事項の暫定規定」(商務部
公告 2011 年第 8 号)を公布した。同「暫定規定」により、商務部がその管轄範囲における
申請者確定、申請に必要な資料、申請手続等について更に明確化した。同「暫定規定」の
有効期間は、2011 年 3 月 5 日〜8 月 31 日となる。  
 さらに、2011 年 8 月 25 日に、「商務部実施外国投資者併購境内企業安全審査制度的規
定」（「商務部が外国投資者による域内企業の合併・買収の安全審査制度を実施する規定」






関連規定、反独占関連規定と合わせた上で構築されている。   
257 戴龍・前掲注198、64頁。 
258 反壟断法が公布される前、国がいくつかの反壟断法の執行機構を設置することが妥当
ではないと学者に指摘されていた（前掲注 189 を参照）。 
 123 
等を含む 6 つのガイドラインの制定が同時に行われるという動向が注目された 259。
2016 年のこの 6 つのガイドラインはまだ正式に公布・施行される段階には至っていな
いが、これらのガイドラインについてパブリックコメント募集が行われた。そして、
2017 年 1 月 12 日に開催された「中国競争政策与法律年会（2016/2017 年）」におい
て、反壟断・反不正当競争法執行局の副局長李青氏は、国家発展改革委員会が当該 6
つのガイドラインの正式な公布・施行及び反壟断法の改正を促しているところである
と述べた 260。当該 6 つのガイドラインは、2017 年に公布される可能性が高い。また、








                         
259 工商総局が公布した「知識財産権濫用による競争排除・制限行為の禁止に関する規定」
は、2015 年 8 月 1 日に施行されたが、当該規定は、「知識財産権濫用に関する反独占ガ
イドライン」の一部を先行施行したものと思われる。 
260 中国発展網「三大反壟断執法機構推動反壟断法修訂 六部指南即将出台」（2017 年 1
月 13 日 公 開 ）
http://price.chinadevelopment.com.cn/ygwj/fjgld/2017/01/1116715.shtml（2017 年 1

































配的地位を有すると認定してはならない（第 12 条）。  
 そして、市場の支配的地位を有する経営者は、正当な理由なく、①取引相手との取
引を拒否すること（第 4 条）、②取引限定行為を実施すること（第 5 条）、③正当な
理由なく抱き合わせ販売を行い、又は取引時にその他の不合理な取引条件を付け加え








者に対する処罰を軽減又は免除することができる（第 14 条）。 
 （二）独占的協定行為に関する実体的規制 
 「独占協定行為の禁止に関する工商行政管理機関の規定」によれば、独占的協定と
は、「独占禁止法」第 13 条、第 14 条、第 16 条の規定に違反し、経営者の間で締
結し、又は経営者団体が当該業界の経営者を組織して締結した競争を排除し、又は制








り認定する（第 8 条）。 
 経営者が、上述の規定に違反し、独占的協定を締結・実施した場合、工商行政管理
機関は、違法行為の停止を命じ、違法行為による所得を没収し、かつ前年度の売上高
の 1％以上 10 ％以下の制裁金を科する。また、締結した独占的協定がまだ実施され
 126 
ていない場合は、50 万元以下の制裁金を科することができる（第 10 条）。 
 他方、経営者団体が当該業界の経営者を組織して同規定の禁止する独占的協定行為
を行わせることが禁止されている（第 9 条）。経営者団体が、同規定第 9 条に違反し
た場合、工商行政管理機関は、当該経営者団体に対して 50 万元以下の制裁金を科す
ることができる。また、情状が重い場合、工商行政管理機関は社会団体登記管理機関
























































































考えられる。また、2017 年 1 月 10 日まで、公開されたこのような「公告」は、総計
49 件に達した。そして、年度別の事件数は、2013 年 12 件、2014 年 8 件、2015 年 14

























行政管理機関の規定」第 5 条 1 号、つまり経営者は、行政機関および法律、法規より
授権された公共の事務を管理する職能を有する組織による行政限定を理由に、独占協
議を締結、実施し、市場支配地位を濫用する行為に従事してはならない、という規定





























 （一）反壟断法第 7 条の適用について 







                         
261 工商総局の公式サイト、「工商総局召開集中整治公用企業限制競争和壟断行為新聞発
布 会 」 （ 2017 年 1 月 13 日 公 開 ）
http://www.saic.gov.cn/ywdt/xwfb/201701/t20170113_174252.html... （2017 年 1 月
15 日閲覧） 
262 中国競争法律与政策網、「国家工商総局：公用企業集中整治 7 個月査出 17 類系統性問
題 」 （ 2017 年 1 月 12 日 公 開 ）
http://cclp.sjtu.edu.cn/Show.aspx?info_lb=672&info_id=4035&flag=648 （2017 年 1











の食塩専売制度構築の目的に背き、反壟断法第 7 条 2 項に違反したと判断された。 




 2016 年第 2 号：靑島新奥新城燃気有限公司による市場支配的地位の濫用事件 
































 また、市場支配的地位の認定についていえば、反壟断法第 17 条によって、市場支
配的地位の有無が、当事者の行為が市場支配的地位濫用行為に当たるか否かを判断す
る前提をなす。 
 ①当事者の関連市場の市場シェア及び関連市場の競争状況  
 本件の地域市場の範囲内では、当事者が唯一のパイプガスの供給企業であり、関連
市場における市場シェアは 100％で、他の競争者が存在せず、市場競争が存在しない。 




































































 以上により、当事者の行為は、反壟断法第 17 条 5 号及び「市場支配的地位の濫用





























 １. 2017 年 1 号：国網山東省電力公司煙台市牟平区供電公司による独占の嫌
疑がある行為に対する調査を中止した事件 




































条、第 18 条、第 19 条の規定によって、本局は、以下の通り決定する。①本件に関す
 143 
る調査を中止する。②当事者は、2017 年 2 月 28 日前までに上記の承諾を履行すべき
であり、本局に書面にて承諾の履行状況を報告しなければならない。③本局は、当事
者が、定められた期限内に（2017 年 2 月 28 日前までに）承諾を履行する状況に対し
て監督を行う。当事者が反壟断法第 45 条第 3 項及び「独占協定、市場支配的地位の
濫用事件の調査・処理手続に関する工商行政管理機関の規定」第 19 条第 2 項の規定
に違反した場合、本局は本件に対する調査を再開する。 
 ２.2016 年第 8 号：江蘇省電力公司海安県供電公司によう独占の疑いがある
行為に対する調査を終了する事件 































































 2015 年第 8 号：中国移動通信集団内蒙古有限公司による独占行為事件（調査中止） 























けて実施する。第 1 段階は 6 月 1 日から 8 月 31 日まで、第 2 段階は 9 月 1 日から 11








第 17 条、第 18 条、第 19 条の規定によって、法執行機関は、以下の通り決定を下し
た。①本件の調査を中止する。②当事者は、2015 年 9 月 25 日前、10 月 25 日前、11
月 25 日前までに、それぞれ本局に書面で承諾の履行状況のレポートを提出する。③
本局は、2015 年 12 月 1 日前までに、当事者が承諾を履行する状況について監督を行
い、2016 年 5 月 31 日前までに当該状況に対して評価を行う。また、当事者が反壟断
法第 45 条 3 項または「独占協定、市場支配的地位の濫用事件の調査・処理手続に関




産業の関連事件としては、2015 年第 4 号、2015 年第 5 号、2015 年第 6 号、2015 年第
10 号があげられる。これらの事件においても、調査中止という決定が下された。ここ
であげられた事件は、主に、寧夏または内モンゴルで発生した事件であり、立案時間
































































 また、市場支配的地位の認定については、反壟断法第 17 条 2 項、第 18 条に基づき、
法執行機関はいくつかの要素を考慮した上で、当事者の市場支配的地位を判断した。
その考慮要素は、以下の通りである。 
 ①当事者の商品の関連市場における市場シェア  
 「薬品管理法実施条例」によれば、薬品を生産するためには、薬品生産許可証明書、
薬品登録認証、GMP 認証を取得しなければならない。2012 年 6 月、当事者は、フェノ
ール原薬を生産する GMP 認証を取得し、中国におけるフェノールの唯一の現生産者と
 149 
なる。2012 年 6 月から現在まで、当事者は、フェノール原薬の生産と販売を完全に独
占する地位を有する。 
 ②当事者が販売市場を支配する能力  
 当事者は、フェノール原薬の価格、供給か否か、いかに供給するのか及びその他の
取引条件について、支配力がある。2014 年 1 月前より、フェノール原薬の価格が高ま
ってきた一方、販売数量が減っていない。他方、消費者のニーズはほとんど変わって
おらず、消費者の人気は依然として高い。当事者の販売方式の支配力は強い。 
 ③他の経営者が市場に参入する難易度  
 中国の現行法律によれば、原薬産業における市場参入は難しい。薬品生産企業が大
量の資金や、研究開発力を投入し、さまざまな資格を取得しなければならない。 
 ④他の経営者が当事者に対する依頼性  
 当事者は現在、全国フェノール原薬市場で 100 %の市場シェアを占めている。中国
国内でのフェノール原薬の使用者は、当事者から原薬を購入しなければならない。
2014 年に 1 月までで、当事者の販売対象は、全国で約 40 社のフェノール製剤の生産







 そして、市場支配的地位の濫用行為については、反壟断法第 17 条 1 項及び「市場
支配的地位の濫用行為の禁止に関する工商行政管理機関の規定」第 4 条 1 項が、取引
拒絶行為について規定している。当事者は、2012 年 6 月、フェノール原薬を生産する
GMP 認定を取得し、フェノール原薬の生産を開始し、全国に向けて販売し始めた。そ
のフェノール原薬の年間生産量は、約 6 トンから 8 トンまでになった（規格：1.0 kg 
/本、賞味期限：2 年）。2012 年 6 月から 12 月まで、当事者は、39 社の企業にフェノ
ール原薬を販売した。販売量は 7621 ㎏、販売価格は平均 118.62 元/ kg であった。2013
年 1 月から 12 月まで、当事者は、46 社の企業にフェノール原薬を販売した。販売量
は 5510 ㎏、販売価格は平均 139.71 元/ kg であった。2014 年 1 月、当事者は、11 社
の企業に 1.13 トンのフェノール原薬を販売した。販売価格は、平均 128.82 元/ kg で
 150 
あった。2014 年 2 月 8 日、当事者は、新先鋒公司と「全国総代理契約」を締結し、契
約の有効期間を 5 年とした。契約成立後、当事者は、2014 年 2 月から 2014 年 4 月ま
での 3 ヶ月間で、市場のすべての需要者への供給を停止し、その間、中国国内の多数
の魚の目膏の製剤生産企業と医薬会社が、電話や手紙などによって、当事者にフェノ
ール原薬の供給を請求した。しかし、当事者は供給を拒絶した。2014 年 5 月から 2015
年 12 月まで、当事者は、新先鋒公司を含む 6 社の企業にフェノールを販売した。し



























2014 年 1 月以前、全国で 16 社の企業が魚の目膏を生産する資格を持っていた。2012
















占める割合は、最高の比率――1.67%に達した。当事者は、2012 年 6 月から、全国で
唯一のフェノール原薬の生産・販売企業となり、フェノール原薬の販売市場において、




販売担当者とファックスによって取引をしてきた。また、2012 年 6 月から 2013 年 12
月まで、当事者は、平均で毎月 4.7 社の企業に販売していた。2014 年 1 月、11 社の
企業に販売した。ゆえに、フェノールの原薬の販売が販売部門の大量の労働力を占め
たとの理由は成立しない。 








先であり、そのうち、1 社は、魚の目膏の生産企業であり、他の 5 社は医薬会社であ
る。上記した 6 社の企業は、2012 年から 2013 年にかけて、当事者からフェノール原
薬を購入したことがない。その間、当事者の常連客は、何度も供給を求めたが、いず
れも当事者によって拒絶された。上記の 16 ヶ月内での、取引先に対する当事者の販
売数量は、2012 年 6 月から 2014 年 1 月までの間の平均月間販売数量の 8％に相当す
る。当事者の 2015 年のフェノール原薬の販売量は 2700 ㎏であり、2012 年の 7621 ㎏、
2013 年の 5510 ㎏、2014 年の 7690 ㎏と比べると、その半分にも満たない。全国の多
数の企業が当事者に供給を請求した場合に、当事者には、2014 年 8 月の時点で、まだ
799 ㎏在庫があったが、古い顧客に販売していなかった。2015 年の初め、当事者は、
新先鋒公司に行き、フェノール原薬の下流市場での販売の範囲と価格について調査を







為を実施した主観的な故意が証明できる。2012 年 6 月以降、当事者がフェノール原薬
の生産を開始した後、新先鋒公司は、フェノール原薬の全国総代理者になることを要
求した。そして、新先鋒公司は、上海某薬業有限公司が毎年当事者の生産したオニノ





































販売したフェノール原薬の価格は 1000 元/ kg であった。しかし、その他のフェノー
 154 






当事者は、2014 年 5 月から 2014 年 9 月までフェノール原薬を新先鋒公司だけに販売
したが、2014 年 10 月から 2015 年 12 月まで、他の５社の取引先を増やした。総計 23
か月間で、当事者は、当該 6 社の企業にフェノール原薬を販売した。当該 6 社の企業
は、すべて当事者の新しい顧客である。当事者は、上述の 5 社の取引先を増やした後、


















































































































































 ②当事者の行為は、2011 年 3 月 1 日に施行された「江蘇省都市・農村給水管理条例」



































 他方、2016 年 7 月 7 日に、本局は、当事者に「行政処罰公聴会告知書」を送達し、
当事者は、2016 年 7 月 8 日に、公聴会を開く申請を提出した。また、本局は、2016
年 8 月 18 日に公聴会を開催することを当事者に通知したが、当事者は、公聴会の延
期を申請した。結局、2016 年 9 月 20 日に、公聴会が開催された。当該公聴会で、当
事者は、法執行機関に、書面で陳述と弁明意見を提出し、自発的に整頓・改革の状況
を説明し、一部の証拠を提出した。そして、法執行機関に対して、再審査請求や、処




























支配的地位の濫用による取引制限行為に該当する。当該行為は、反壟断法第 17 条 1
項 4 号及び（「市場支配的地位の濫用行為の禁止に関する工商行政管理機関の規定」

































































年 3 月まで、当該 3 公司が抱き合わせで販売した売れない塩は、重量が合計 366.474
トンであり、売上高が合計 228.18 万元となった。一方、2014 年度、当事者が新田、






















































 実際に、本件の決定が下された後、2016 年 12 月 9 日、工業・情報化部は、「食塩専
営弁法（修訂徴求意見稿）」（「食塩専営弁法（改正意見徴収稿）」）及び「塩業管理条
例（修訂徴求意見稿）」（「塩業管理条例（改正意見徴収稿）」）を公布し（意見徴収期

















                         
263 工業和信息化部、「公開徴求《食塩専営弁法（修訂徴求意見稿）》和《塩業管理条例（修
訂 徴 求 意 見 稿 ） 》 的 意 見 」 （ 2016 年 12 月 9 日 公 開 ）





























































 簡易案件と非簡易案件の区別は、下記の表の通りである 267。 
                         
265  財新経済頻道「経営者集中簡易案件標準出台」（ 2014 年 2 月 14 日公開）
http://economy.caixin.com/2014-02-14/100638688.html （2016 年 5 月 5 日閲覧）  
266  財新経済頻道「経営者集中簡易案件標準出台」（ 2014 年 2 月 14 日公開）
http://economy.caixin.com/2014-02-14/100638688.html （2016 年 5 月 5 日閲覧）  
267 申告書類・情報面で、簡易案件、非簡易案件における申告・審査手続きの差異は、詳
し く 、 王 相 「 深 度 解 読 商 務 部 反 壟 断 局 関 於 経 営 者 集 中 簡 易 程 序 的 最 新 規 定 」
http://www.globallawoffice.com.cn/content/details_13_339.html（2016 年 5 月 5 日閲
覧）を参照。本表は、環球律師事務所の朴雪輝が作成したものの訳文である。 
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268 売上高の計算については、2010 年 1 月 1 日から施行された「経営者集中申告規則」






































































                         
271 国浩律師事務所、上海弁公室李鵬・朱佳韋「経営者集中簡易案件審査制度評述」（2014
年 9 月 26 日 公 開 ）
http://www.grandall.com.cn/grandall-research-institute/legal-study/grandall-for




















































































































事件の分析      
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 （一）無条件許可事件の統計 
  無条件許可事件数は、下記の表の通りである。 










審 理 終 了
日 経営者１ 経営者２ 経営者３ 
                         
273 商務部反壟断局が公開している情報に基づいて筆者が作成した（商務部反壟断局、「政
務公開」 http://fldj.mofcom.gov.cn/article/zcfb/（2017 年 1 月 5 日閲覧））。 
274 商務部が公布した2015年、2016年「無条件批准経営者集中案件列表」に基づいて筆者














2008 年 8 月 1 日〜
2009 年 9 月 30 日     
458 
2012 年 
   
59 59 
2013 年 45 56 54 56 211 
2014 年 45 68 48 75 236 
2015 年 62 91 79 80 312 
2016 年 81 93 85 92 351 
総計 




















































































月 29 日 
7 
中国遠洋運輸（集団）


















































































































































































































































                         
275 川島富士雄「中国独占禁止法の運用動向―「外資たたき」及び「産業政策の道具」批































                         
276 トランザクションバンキング部 中国調査室 「鉄道車両大手 2 社の南車・北車が合併
〜世界最大の軌道交通企業が誕生」『BTMU(China)経済週報 』2015 年 1 月 14 日 第 236 期 
2 〜 5 頁 。
https://reports.btmuc.com/File/pdf_file/info001/info001_20150114_001.pdf#search





























                         
277 川島富士雄・前掲注275、20頁。 
278  関 連 情 報 に 基 づ い て 筆 者 が 作 成 し た （ 商 務 部 反 壟 断 局 、「 通 知 公 告 」 











  商務部の公告に関する統計は、下記の表のとおりである 279。
                         
279  関 連 情 報 に 基 づ い て 筆 者 が 作 成 し た （ 商 務 部 反 壟 断 局 、「 通 知 公 告 」










 （二）関連事件の分析  
 １.中国のビール産業に関する事件 
 ①2008 第 95 号：インベブ（INBEV N.V./S.A. 以下、「英博公司」という）によるア
ンハイザーブッシュ（ANHEUSER-BUSCH COMPANIES INC.以下「AB 公司」という）買収
事件（条件付承認） 
 ②2015 年第 35 号：百威英博（英博公司が AB 公司を買収した後、社名を「百威英博」
に変更した）による珠江ビールの非公開株式買収（同意） 
 ③2016 年第 38 号：百威英博による SAB ミラー（SAB Miller 以下「SAB」という）
株式買収（条件付承認） 
 まず、事件の概要について説明しておくと、2008 第 95 号の事件については、2008
年 9 月 10 日、英博公司が商務部に申告文書・資料を提出した。そして、10 月 17 日お












                         

























 また、2016 年第 38 号の事件では、商務部は、百威英博による SAB の株式買収につ
いて、条件付承認という決定を下した。中国のビール市場は競争者数が少なく、市場
集中度が高い。2014 年の販売量から見ると、中国ビールメーカーランキングにおける
上位 5 社の市場競争者は、華潤雪花ビール（1 位）、靑島ビール（2 位）、百威英博（3
位）、燕京ビール（4 位）、嘉士伯（カールスバーグ、5 位）である。これらの経営者
の市場シェアは、合計約 80％であり、そのうち、華潤雪花ビールと百威英博の市場シ









加された条件は、下記のとおりである。a. SAB が保有する華潤雪花ビールの株式 49％
を「剥離」しなければらない。b. 百威英博の商務部へ提出した「協議」に厳格にし
たがい、華潤ビールに華潤雪花ビールの株式 49％を売却しなければならない。c. 当

















間の競争や相互制約から、利益を得ることができる。また、2015 年第 35 号の事件に
おいては、商務部は、「珠江ビールが依然として広州市人民政府国有資産監督管理委
員会によって支配・管理されている」ということを前提として、本件における買収を
                         
281 川島富士雄「中国独占禁止法〜執行体制・実施規定・具体的事例〜[下]」国際商事法
務 37 巻第 7 号（2009 年）950 頁。 
282 人民網、「珠江啤酒啓動重組 広州市属公司国資改革再提速」（2015 年 6 月 5 日公開）
http://gd.people.com.cn/n/2015/0605/c123932-25133928.html （2015 年 9 月 10 日閲
覧） 
 中 国国 際 啤 酒 網、「燕 京 啤 酒国 企 改革 帯来 期待 」（ 2016 年 8 月 6 日公開 ）
http://www.haicent.com/List.asp?ID=67398 （2016 年 9 月 8 日閲覧） 
 中国国際啤酒網、「青島啤酒董事長孫明波：地方国企要競争」（2012 年 12 月 8 日公開）
http://www.haicent.com/List.asp?ID=40079 （2016 年 9 月 8 日閲覧） 
 193 
認めた。そして、2016 年第 38 号の事件においては、華潤雪花ビールは、結局、華潤
ビールの完全子会社になり、外資企業の競争者になった 283。このようなことは、2008
第 95 号の事件における商務部の考え方の継承または体現であると考えられる。さら
に、2016 年第 38 号の事件から、商務部が果敢に法を執行している様子が見られる。
そして、当事件において、商務部の、関連市場の画定、当事者の市場シェアの評価、
行為が競争に与える影響に関する分析から、法執行の進歩が見られる。 
 ２.中国における石炭をガス化する技術をライスンスする市場における事件  









 GE(China)と神華煤製油は、合弁企業を設立することについて、2011 年 4 月 13 日に
商務部に届出を行った。第一次審査を経て、商務部は、当該集中は石炭・水スラリー
気化技術の許可市場において競争を排除・制限する効果があると考えた。6 月 15 日、









                         
283 網易新聞「央企華潤回購雪華啤酒 49％股権 雪華成国資」（2016 年 3 月 2 日公開） 
http://news.163.com/16/0302/17/BH5TV8KM00014AED.html （2016 年 3 月 2 日閲覧） 
284  中 国 煤 化 工 網 、 「 中 国 神 華 煤 製 油 化 工 有 限 公 司 」




























































































いうことが定められている（「価格独占禁止規定」第 4 条）。同規定は、反壟断法第 7
条と一致している。 
 （二）価格独占協定に関する規定 
 「価格独占禁止規定」第 5 条から第 10 条までの条文は、価格独占協定に関する規
定である。同規定でいう価格独占協定とは、価格面で競争を排除・制限する協定、決




れている 285。垂直的価格独占協定については、同規定第 8 条によって列挙されている








うことが規定されている（「価格独占禁止規定」第 9 条）。  
 しかし、経営者が締結した協議が反壟断法第 15 条規定に符合することを証明する
ことができる場合、「価格独占禁止規定」第 7 条、第 8 条の規定は適用されない（「価
格独占禁止規定」第 10 条）287。  
                         















 （三）国務院価格主管部門が認定したその他の価格独占協定。  























































































































                         























                         
292 川島富士雄・前掲注275、2頁。 




川省発展改革委員会は、茅台公司及び五粮液公司にそれぞれ制裁金 2.47 億元及び 2.02
億元の行政処罰、合計 4.49 億元の制裁金を命じた（李青・前掲注 290） 














































年度の関連売上高の 2％に相当する制裁金を科す。他の 3 社にそれぞれ前年度の関連売上
高の 4％に相当する制裁金を科す。上述した制裁金は合計 295.5 万元。 
 ⑥適用される反壟断法規定：第 17 条 
 （国家発展改革委員会、「湖北省物価局対 5 家天然気公司価格壟断行為進行処罰」（2016
年 7 月 12 日 公 開 ）
http://www.sdpc.gov.cn/fzgggz/jgjdyfld/fjgld/201607/t20160712_811024.html（2017










 山東省交通運輸庁による行政権力濫用事件 294 
 事件の概要 
















                         
294 国家発展改革委員会、「国家発展和改革委弁公庁関於建議糾正山東省交通運輸庁濫用
行政権力排除限制競争有関行為的函」発改弁価監【2015】501 号 添付書類：「山東省交
通運輸庁渉嫌濫用行政権力排除限制競争的主要事実和整改建議」（2015 年 8 月 17 日公開）
http://www.sdpc.gov.cn/fzgggz/jgjdyfld/fjgld/201503/t20150327_668912.html 














































札において行政権力を濫用し競争を排除・制限した。2015 年 4 月から 5 月までの間、蚌
埠市衛計委が 3 回に分けて公告を公布し、薬品を購入した。そのうち、単一品種の薬品で
購入希望数量付きの入札募集は 1 回であり、複数の薬品のパッキングで購入希望数量付き





成に不利である。また、同行為は反壟断法第 32 条、第 37 条に違反した。②同年 4 月 10




















月 17 日 公 開 ）
http://www.sdpc.gov.cn/fzgggz/jgjdyfld/fjgld/201508/t20150826_748684.html 






















                         
296 陳肖盈「中国における行政独占の規制状況について」『国際商事法務』Vol.43,No.11
（2015）1717 頁（ここで、陳肖盈は、王暁晔の見解を引用している。王暁晔「行政壟断




国 の 自 家 用 車 普 及 率 、 100 世 帯 あ た り 25 台 」（ 2014 年 11 月 28 日 公 開 ）






 2015 年 11 月、陝西省においては、機動車検査料金基準の設定権を解放し、当該料金基
準は、政府の指導価格を適用することから、市場価格を適用することへ転換した。その後、
 212 
                                                                             
陝西省機動車検査協会西安分会は、西安、商洛、楊凌という 3 つの地域にある 31 家の機
動車両検査機関を組織し、通謀して検査料金基準を大幅に上げてしまった。このことにつ
き、国家発展改革委員会価監局は、陝西省物価局と共同で、調査を行った。2016 年 4 月、
陝西省物価局は、関係機関が価格独占協定を達成し、実施した行為に対して、法に従い、
行政処罰を下した。一部の本件に係る機関は、当該処罰に不服があり、行政再議を申し立
て、または行政訴訟を提起した。具体的に、2016 年 5 月、関係会社、陝西西部国際車城
有限公司は、陝西省物価局の行政処罰決定を不服として、陝西省人民政府に行政再議を申
し立て、行政処分撤回を請求した。陝西省人民政府は、審理を経て、9 月 5 日決定を下し、







訟 均 被 駁 回 」 （ 2016 年 12 月 27 日 公 開 ）
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